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する。 
一般に広告代理店は、個別契約に関して仲立営
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13）佐藤前掲注 7）、JIAA 前掲注 7）110 頁、デ
ジタル市場競争会議前掲注 7）5頁、公取委前
掲注7）10頁 


























適切な内容』」（朝日新聞 2020年 9月 17日付
朝刊））が記憶に新しい。 
21）「アドフラウドに対する JIAA ステートメン
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型ビジネスの台頭に対応したルール整備に関
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54）最三小判平 15 年 12 月 9 日民集 57 巻 11 号
1887頁 
55）最一小判平 16 年 11 月 18 日民集 58 巻 8 号
2225頁 
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30 条 1 項柱書は、7 条のように違反行為がな
くなっている場合の定めを欠くが、「予防」措
置を求め得る以上、一旦違反行為を停止しても
「おそれがあるとき」には、差止請求は認めら
れるべきである。ただ、どのような内容で特定
すべきかは要検討。 
(2020年12月14日受理) 
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